
株主総会想定問答（監査役編）
Ｑ　会社法上、会計に知見のある監査役が求められているが、当社にはいないようだが問題はないか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

会社法施行規則上、「監査役が財務会計に関する相当程度の知見を有している場合には、その内容を記載する」との定めがありますが、これは監査役の要件とはされているものではないと考えており、当社の監査役には記載するほどの知見を有する監査役はおりませんが、事業形態も複雑でなく、会計上の疑問点は会計担当者や会計の専門家である会計監査人に確認するなどの方法で十分に対応できると考えております。

以上、ご回答申し上げます。

（参考）　施規121⑧

Ｑ　「社外監査役」と「独立役員」の違いは何か？独立役員の選任の意義は？独立役員の選任基準は何か？

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

「社外監査役」につきましては、会社法上「監査役であって会社又はその子会社の取締役、支配人などになったことのないもの」をいい、取締役会等において、独立の立場から客観的に忌憚のない意見を表明し監査体制の独立性・中立性を図る目的で選任しております。

　一方、「独立役員」は、上場会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向け、上場会社において一般株主保護の観点から、株主と利益相反が生じるおそれのない社外役員をいいます。
当社におきましては、社外監査役で要件に一致する監査役○名を選任し○○証券取引所へ届け出ております。

以上、ご回答申し上げます。

（参考）　会2⑯、　有価証券上場規程436条の2

Ｑ　なぜ特定監査役を選定しているのか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

特定監査役につきましては、法定書類の受け渡しを明確にするため、会社法の定めにより常勤監査役の私が選任されております。　　以上、ご回答申し上げます。

（参考）施規132、計規130、監査役会規程○　特定監査役は、（特定）取締役・会計監査人に対して監査報告の内容を通知し、会計監査人から通知を受ける監査役。選定は任意。定めないときは全ての監査役が特定監査役となる。

監査役会選任日：平成○年○月28日選定

監査役会規程（○条○項）
Ｑ　社外監査役の他社兼任状況は多すぎないか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

当社の社外監査役は他社1社から数社程度の監査役を兼務しているのみで、決して多すぎるとはいえず、また、第○期の取締役会、監査役会とも全ての回に出席いただいておりますので、当社の監査に支障をきたすものではないと考えております。

以上、ご回答申し上げます。

Ｑ　会計監査人の監査結果の相当性の判断根拠を説明して欲しい

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

会計監査人からは、年度監査開始時「監査計画の概要」について説明を受け、期中は監査計画に基づいた監査が行われていることを確認し、四半期毎に会計監査結果報告を受けております。さらに、会計監査人の監査が、監査法人の定めた「品質管理基準」に基づき実施されているかにつきましても、監査の立会いや質問・意見交換等により確認しております。このような監査等を通じて、監査役会としては、「監査法人の監査は独立した監査が行われたと評価」し、監査結果も「無限定適正意見」をいただき、一方、監査役の実施した業務監査・会計監査と照らし合わせた結果相違点はなく、会計監査人の監査は相当であると判断いたしました。

以上、ご回答申し上げます。

Ｑ　監査報告書作成にあたり監査役会としてどの程度審議したのか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

監査役会監査報告を作成するにあたっては、○/29会計監査人の決算監査結果の概要報告を受け、監査役会としては、○/30計算書類等重要監査項目につきチェックリストで確認を実施（第1回目）後、第2回目○/6は監査役会監査報告の内容の検討を行ない、○/20会計監査人から第○期会計監査結果報告を受けました。第3回目○/21各監査役の監査報告も同意見につき最終的に監査役会監査報告を取りまとめ、同日代表取締役・会計監査人に監査役会監査報告を提出いたしました。したがいまして監査役会としては十分審議を尽くしたと考えております。

以上、ご回答申し上げます。

Ｑ　具体的にどのような監査を実施しているか（監査の方法・内容について）

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

常勤監査役は、取締役会、○○役員会等の重要会議に出席し、取締役の業務執行の適正性を監視するとともに内部監査部門とともに業務監査や重要な決裁書類（稟議書）・契約書・支払関連書類等の監査を実施し、会計監査人とも適宜協議・意思疎通を図るなどにより監査を実施しております。

　これらの監査結果については毎月監査役会に報告し、社外監査役に対して情報の共有化を図るなかで、取締役の職務執行の状況を監査しております。

以上、ご回答申し上げます。

Ｑ　（常勤）監査役は取締役会に出席して、どのような観点から取締役の業務執行を監査しているのか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

監査役は取締役会の意思決定に関して、善管注意義務、忠実義務等の法的義務の履行状況を「経営判断の原則」の観点から監視・検証し、必要があるときは助言・勧告しております。

以上、ご回答申し上げます。

Ｑ　監査役の会計監査の方法を具体的に説明して欲しい

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

会計監査につきましては、毎月取締役会へ報告される月次決算の状況を、前月と対比し増減額の理由を確認するとともに、期末においてはチェックリストに基づき計算書類を監査し、会計部門に対し作成基準である会社法、計算規則、企業会計の慣行に準拠して作成されているか、また、会社の財産、損益の状況を正しく表示しているか説明を求め、同時に会計監査人からも、四半期、期末において会計監査の結果を報告を受け、計算書類の適正性を確認しております。

以上、ご回答申し上げました。

（参考）　計算関係書類：B/S、P/L、株主資本等変動計算書、

個別注記表/計算書類の附属明細書

Ｑ　監査役は寄付金、使途不明金等の有無の調査をどのように行っているのか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

監査役は会計責任者とのヒヤリングのなかで寄付金等の有無につき該当無しとの報告を受け、会計士からも会計監査の結果指摘はございません。

　また、当社の場合は金銭の支払いについては、全て予算の裏付けが必要となり、予算の流用についても金銭の多寡にかかわらず、全て役員会の決定事項、かつ、支払いについては毎月、監査役および内部監査部門にて、支払先、金額、根拠稟議書等の調査しており、ご指摘のような支出は該当ございません。

以上、ご回答申し上げます。

（参考）　使途不明金は税務処理に関するもので、議題と関係ないことから説明義務はありません。（大阪地裁判例）

Ｑ　計算書類が報告事項となっているが決議事項ではないか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

計算書類につきましては、原則として株主総会承認事項でございますが、会計監査人設置会社で、取締役会の承認を受けた計算書類が、法令および定款に従い、会社の財産および損益の状況を正しく表示しているものとして法務省令（計135）で定める要件に該当する場合は、株主総会の承認を必要とせず、内容を報告することで足りることになっております。

　当社の場合も、会計監査人から｢無限定適正意見」をいただき、監査役会の監査報告の内容として「会計監査人の監査の方法または結果は相当でないと認める意見」がないこと、取締役会設置会社であることなどの条件を満たしておりますので、報告事項となります。

以上、ご回答申し上げます。

（参考）　会438（総会への提出・承認）・439（総会へ報告で足りる）

計規135（承認特則規定：報告とするための条件）

Ｑ　監査役の個別報酬はどのように決めているのか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

各監査役の報酬は、平成○年○月開催の第○回定時株主総会で決議いただきました支払限度（○万円）の範囲内で、監査役の協議により決定しております。第○期の監査役の報酬総額と該当員数は「招集ご通知」○ページに記載のとおりでございます。

以上、ご回答申し上げます。

（参考）　会387②

監査役報酬限度額　平成○年○月29日開催　第○回定時株主総会決議　

年額○万円以内

Ｑ　当社の「内部統制システムの相当性」に対する（各）監査役の意見を伺いたい

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

取締役会におきまして当社の業務の適正を確保するために必要な体制について決議されており、その決議に沿った体制が構築され、状況の変化に応じて適宜見直しもなされ、運用状況も適切であると判断しております。

以上、ご回答申し上げます。

Ｑ　会計監査人の任期は1年だが、毎年総会で選任すべきではないか。また、監査役の同意を得ているのか

Ａ　（常勤監査役の○○でございます。ただ今のご質問にお答え申し上げます。）

会計監査人の任期につきましては、会社法の定めにより1年でございますが、株主総会で特段の決議がなされないときは、再任されたものとみなされることとなっておりますので、上程しなくとも毎年選任されたこととなっております。以上、ご回答申し上げます。

（参考）　会338①（任期は1年）・②（再任されたものとみなされる）
変更登記は毎年実施しています。
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